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企業予算論の新展開（2）
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3．伝統的モデルの問題点
（1）あいまいな企業行動仮説
　企業予算論が企業活動の管理をめざしている以上，それぱ，なんらかの企業
行動仮説をその基礎にもっていなげればならない。そうでたげれば，企業予算
管理は，実を結ぱずにいたずらに咲く徒花に一終ってしまうであろ㌦
　さて，企業行動を分析し解明することは，miCr0－eCOn0㎜iCSおよびmana－
9eria1・ecOnOmicsの中心課題の1つであった。それは近年，大きな転回をとげ
てきている。企業予算論は，どのような企業行動仮説の上に組み立てられてい
るのだろうか。この問題に直接触れる前に，まず企業理論（theoW　Of　th・盆rm）
の発展を概観してみよう。
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　およそ企業理論を構成するにあたっては，少なくとも次の3つの問題につい
てなんらかの仮説をたてなけれぱたらたい。
i企業は，なにをその行動目標としているか。
ii　員標を達成するための手段として，企業はどのように意思決定するか。
iii企業をつくりあげている組織をどのように観念するか。
　さて，伝統的な企業理論は，これらの間題について・明示的にあるいは暗黙
のうちに，次のようた仮説をおいていたと考えられる。
i　企業は，利潤極犬化を唯一の行動目標としている。
ii企業は，その目標の達成のために常に合理的な意思決定をおこなう。
iii企業は，単一の意思決定単位として機能す飢
　第1の仮説の内容は，CyertおよびM砒chによれぱ次のようなものであ
る。すなわち，企業は，所定の需要関数と技術的に決定される生産関数に照し
て，その利潤を極大化することを目標とする。ここで，利潤は収益と固定費・
変動費の合計との差額であり，生産関数は生産諾要素のインプット量と企業内
の物的諸条件によって規定される生産物のアウトプット量との間の関係であ乱
そして利潤の極大化は，生産物および生産諸要素の最適の組合わせを実現する
ことによって達成され，均衡状態に到達するというものである。ω
　このような伝統的た企業理論の仮説にたいしては，さまざまの観点から批判
がおこなわれてきた。その1つは，利潤ぱ企業の唯一の目標であるかというこ
とであり，2つは，企業は極大化を求めているかということであ乱12〕
　前者については，たとえぱBaumolは，絶対的な利潤の極大化ではなく，
売上高を極大化することにより企業の成長をはかることこそ，その行動目標で
あるとL，Koplinは，企業は短期的利潤ではなく，長期的利潤を極大化しよ
うとしていると考える。Rothschi1dは，企業を長期にわたって存続させるこ
とこそ，企業の基本的行動目標であるとする。また，GordonやHanとHitch
のように，実態調査をもとにして，企業目標は一元的に割り切れるものではな
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く，本来多元的なものであると認識する考え方もある。さらにPapandreouは，
利潤の隈界効用は一定ではないとして，多元的目標群を統合するための一般的
選好関数の概念を導入する。｛劃
　後者は，利潤の重要性を否定するものではないが，企業はなんらかの目標を
極大化しようとLているという仮説に疑間を投げかける。たとえぱ，Deanは
極大利潤に代って合理的利潤という概念を用い，一4〕Simonは極犬原理を放棄
し代りに満足原理によって説明しようとする。㈲前者は，利潤極大化原理に
対して制約が働くことを述べているのに対して，後考は人間の能カには限界が
あり，極大化ないし最適化を達成することは不可能であるという認識，およぴ
人間はなんらかの目標を極大化するというような性質をもってい泣いとする心
理学的な分析にもとづいて論じられている。
　伝統的企業理論の第2の仮説「完全淀合理性」は，Simnによれぱ，次の
条件をみたすときにはじめて成立する。㈹
i意思決定にさきだって，可能なかぎりの代替的手段をすべて知りつくすこ
　と。
ii各代替案ごとに，それを選択することによって生ずる結果を完全に知りつ
　くすこと。
iii一定の価値体系にしたがって，すべての代替案を評価し，その一つを選択
　すること。
　ところが，現実の人間の知識や能力には限界があるために，このような完全
な合理性の条件は，いずれも不完全た形でしか満足させられない。すなわち，
現実の人間は，ごく少数の代替案しか認識しないし，この少数の代替案につい
てもその結果の一部を不完全に予測するだけであるし，各代替案を評価するた
めの価値基準はきわめて不安定で一貫性をもっていない。
　こうLてSimOnは，制限された合理性によって思考し行動するところの現
実の人間の性質をとりいれることによって，eCOnOmiC蛆anのモデルの代り
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に，administratiYe　manのモデルをつくりあげる。それは次のようなもので
ある。ω
i　経済人は最適化を追求する（利用しうるかぎりの選択対象から最適の解を
　選択する）のに対して，経営人はある水準のところで満足する（満足しうる
　または十分良いと思う行為を探求する）。
ii経済人は，すべての要素が相互に関連しあっている複雑な世界を扱おうと
　するのに対して，経営人は彼の知覚する世界を思いきって単純化し，比較的
　簡単な方法で意思決定をおこなう。
　つまり，「選択は，常に現実の状況の制隈された近似的な単純化されたモデ
ルに関しておこなわれる」のであり，しかも「その状況を規定する諸要因ぼ，
与件として与えられるものではなく，それ自体，選択者の活動と他人の活動を
合む心理的・杜会的過程の結果としてあらわれる」1劃のであ札
　そして，このように隈定された単純化されたモデルによって，意思決定がお
こなわれるのであるが，それは最遼化原理によっておこなわれるのではなく，
満足基準にてらしておこなわれる。それは，人問の能力の限界からして，最適
化を達成することが不可能であるというだけでなく，人問は本来・たんらかの
問題について最適化をはかろうとはしていないという心理学的な根拠からでて
いるo
　結局，人間の行動はたんらかの欲求から生じ，その欲求が満足せしめられた
ときに終了する。そのさいの意思決定の基準は，得られる結果が十分に満足し
うるか，それとも満足しえないかである。そしてその満足の基準は，ときとと
もに変化する希求水準（・spi・atiOn　level）によって規定されると考えるのである。
　伝統的な企業理論の第3の仮説は，企業の行動を，あたかも個人企業家の行
動とみ在すかのように，一体化された行動を前提とするものである。
　経済学はもともと総合的杜会的な経済現象を分析の対象としてきたために，
そこで展開される企業理論も，そのような経済理論に役立つことをめざせぱ，
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それで十分であった。この場合には，企業は杜会経済を構成する一つの単位と
Lて一体的にとらえれぱ，ことたりたのである。したがって多くの場合，経済
学におげる企業理論では，企業は，単一の意思決定単位いわぱ個人企業家とL
て認識され，分析されてきたのであって，企業がその内部において複雑な杜会
関係を形づくっている人聞の集団としての大規模な組織であることを無視Lて
きた。企業理論と称しても，そこでの企業は，現実の企業がかかえている属性
一複雑な組織，その閻の情報の流れ，各人の欲求，変化に対する反応等々
一をもたないものとして一義的に認識され，分析されてきたのである。
　組織論と呼びかえてもよいくらいに，組織の間題を中心課題の一つにすえて
きた経営学もまた，長い問，科学的管理法や管理原則論の主張に暗黙のうちに
認められるように，上位権限説ないしは権限委譲説といった本質的には企業＝
個人企業家の穣図を守ろうとするかのような論理体系をとってきた。
　やがて，企業の行動は犬規模な組織のなかで組織を通じて具現されること，
しかもこの場合の組織は，それぞれが意思決定者で間題解決者である人間の杜
会的遠合体であることが認識されるようになった。つまり，必らずしも一致す
るとはかぎらない目標や価値観をもつ意思決定老の相互作用の上に，企業とし
ての行動がおこなわれているのである。この椙互作用の仕組を解明しようと試
みたものが，SimOn以下の近代組織理論であった。
　さてこのへんで，伝統的な企業理論にたいする批判の上に成立した企業の行
動理論（b・havioral　th・呵o｛th・允m）の画く企業行動仮説を，筆著なりに整
理してみよ㌔さきにかかげた3つの範駒こ即Lて述べれぱ，次のようになる
であろう。
i　企業の行動目標は，本来，多元的であ飢
ii意思決定の合理性には限界がある。
iii企業はマ：／・マシソ・システムであって，その行動は複合的意思決定集団
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　の行動として分析しなげれぱならない。
　その行動を要約して示せぱ，およそ次のようになるであろう。
　たとえぱ企業目標として，意識的にあるいは無意識のうちに，利潤目標，市
場占拠率目標その他の経済的目標や，権力目標，杜会性目標その他の非経済的
目標が存在するとする。それらは，「主副の関係にある」とか，「完全に対等で
ある」といった常に固定的な関係を形づくっているわげではない。意思決定者
のおかれている環境の変化とともに，その関係はさまざまに変化する。そして
そのときどきの企業内外の環境によって，どの目標が強く意識され，行動の誘
因として働くかがきまる。たとえぱ，不況期には利益を確保することが最大の
眼目となる。しかL好況期には利益の与える限界効用は低下L，それ以外の目
標を追求することが相対的に重要化するかもしれない。また資金繰がつまれぱ，
なによりも財務の流動性を保つことが最夫の関心事となり，資本コストの計算
などは二の次になるかもしれない。あるいは，競争の激しさは，麓争にうちか
つこと自体を当面の目標に転化し，その結果として獲得される利益の計算は副
次的な意味しかもたないかもしれない。技術革新の著しい産業では新技術の導
入・開発が最夫の急務で，その後で二次的に，それのもたらす利潤が勘案され
るかもLれなL・o
　こうして特定の環境下において意思決定者に何か間題が意識され提起される
と，次には意思決定者の知識，経験，学習能力などによって代替案のいくつか
が探索され，満足基準による意思決定の過程がはじまる。この場合には，その
ときに認識きれた特定の目標のみが意識されることもあれぱ，その他の目標の
うちのいくつかが同時に意識されることもあるであろう。特定の目標が，その
とき現在において，きわめて強く意識されるとすれぱ，その目標の達成を目的
関数とする手段の系列が組立てられ，その他の目標は，その瞬間には，まった
く捨象されるか，またはサブ・ゴールないしサブ・サブ・ゴールとしての位置
しか与えられないであろう。複数のゴールが同時に意識されるとすれぱ，その
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各々について満足基準による評価がおこなわれ，多元的な目標が同蒔に追求さ
れることになる。そしていずれかの目標がその満足水準をかなり超過して達成
されそうなときには，その分はorganizational　slackとして蓄積されて，他の
目標を追求するときの探索活動のさいにはきだされることになるであろう。
　ここでわれわれは，本題にかえらなげれぱならない。それは，伝統的な企業
予算論はいかなる企業行動仮説をその基礎にもっていたか，ということであ
るo
　一言で表現させてもらえぽ，その基礎にある企業行動仮説は，きわめてあい
まいな存在であったということである。それでも表面的には明らかに伝統的な
企業理論の影響下にあった論者として，HeckertとWilsonおよびRauten－
stra㏄hとVi11ersをあげることができるであろう。前者は，予算編成は最も
有利な活動のコースを発見することを可能にするωと云い，後者は，予算統制
は売上高1ドルあたりの費用を最低にし，その製品ミヅクスの総利益を最適に
するωと云㌦それでは，彼等はこのような最適解を得させる手段の系列を示
しているであろうか。否である。一方，Heiserは’利潤のみが企業の行動誘
因ではなく，それは多元的であり，ときとともに変化する阿と云う。しかし，
その直後に利潤の誘因が最も重要であると語りつぐ。
　企業行動の論理について，企業予算論において一貫した説明をおこなってい
るものは，筆者の知るかぎり，皆無に等しい。等しく企業活動の管理をめざす
と云いながら，企業行動についてなんらかの仮説を明示したものはほとんどな
かった。あるいは企業行動について分析を試みることが企業予算論の前提であ
るという間題意識すらもたれなかったというのが，実情である。
　伝統的な企業予算論が予算編成手続として説明しているところのものは，前
固論文の第1図に図示したように，満足基準による意思決定遇程であること，
その遇程は閥題志向的（PrOble触0riented），逐次的（sequ・ntial），適応的（adap－
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t三マe）であることに照らしても，近代の企業行動理論の仮説に合致しうる面を
大いにもっていることに気がつくであろう。
　ただし，相互に矛盾衝突の起りうる行動目標群が，予算編成過程にどのよう
に影響するか，あるいは逆に，予算編成過程のなかで，それらの目標群はいか
に処理されるかに・ついての分析は，まだほとんど手をつげられていないのであ
る。この問題については続く4，5および6の各章において筆者なりの整理を
おこなうつもりであるo
く2）総合管理ということの意味
　ほとんどすべての企業予算論に共通にみられる論述の1つに，企業予算は総
合管理の手段として有効である，という説明がある。それでは，総合管理とは
一体何であろうか。その説明の仕方にはおよそ次の3通りがあると思われる。
　その第1は，企業予算による管理は，企業の特定の部分活動領域に関する管
理を主眼とするものでは在く，企業のあらゆる活動領域にわたる全般的管理で
あることを特徴とする，ということをもって総合管理の意味づげをするもので
あ飢たとえぱ，セールスマソに販売割当をするために販売予測をしたとして
も，それだけでは予算管理をしていることにはならない。また支出統制のため
に月別部門別費目別の経費支出隈度をきめることは，それなりの意味をもつに
しても，それだげでは予算管理をしているとは云えない。企業のあらゆる活動
領域を包含するとき，それはWelschの云う包括的予算管理となり，鰯全杜的
な観点から企業活動全体を総合的に管理することを可能にするというものであ
る。
　その第2は，予算のいわゆる調整機能をもって，総合管理という概念の意味
づけをしようとするものである。部門活動がそれぞれ独立に営まれるときは，
たとえぱ販売部門は生産能力を考慮せずに販売計画をたてるかもしれないL，
生産部門は販売予測に無関係に生産計画をたてるかもしれない。企業予算は，
企業全体の総合予算とこれを構成する各部門予算とから成っているが，総合予
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算としての損益予算，奴支予算および在高予算は，都門予算としての販売，製
造，購買，財務，その他の各部分予算と有機的に結びつき，これらを通じて，
飯売，製造，購買，財務の諸活動を調整する役目を果たしている。㈲　したがっ
て企業予算は，企業全体の総合的な達成目標の見地から各部門活動を調整し総
合する機能を果すというものである。
　第3の見方は，企業予算管理は，各部分領域別ないし機能別の0peratiOna1
な管理システムをサブ・システムにもちながら，それらを全体的体系的に総合
するという意味で，総合管理という概念を用いるものであ飢たとえぱ，rこ
こ数年来，作業管理，工程管理，品質管理，棚卸資産管理，原価管理，販売管
理，財務管理などがとりあげられてきたが，これらの部分管理を内容とする全
般的な計画・管理の手段として，総合管理機能を果たす予算制度が注目されな
ければならたい」ωとする青木茂男教授の見解は，この見方を代表する。
　第1の見解は，短的に云えば同語反復でしかないということにな飢それは，
企業予算は企業のあらゆる活動領域をその管理対象とする，と云っているだけ
であ私そのことを総合管理と云いかえることの論理は，企業予算は，企業の
収益・費用，収入・支出，その結果としての資産・負債・資本の在高を集約的
に表現するから，これらの要素に関する予算による計画統制は，企業活動を総
合的に管理することに役立つはずであ私というものである，しかしこの文章
において，前段の論理はただちに後段の結論を導きだすであろうか。企業に費
用・収益，躯人・支出あるいはその結果としての一定の在高をもたらす企業活
動のシステムと，予算管理のシステムとの結合関係をあらわす命題を挿入しな
ければ，前段と後段とはつながらないのであ飢
　ここでわれわれは，総合管理という概念と総花的管理とを区別しなけれぱな
らたい。総花的というのは，「あれもこれも」すべて網羅的に列挙することで
ある。それはいわぱ，紀伊国屋文左衡門の茶屋遊びみたいなものである。これ
に対して「総合」というのは，（1）全体ないしは一定の集合（set）を構成する
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跳要素（ele血・nt）はたにか，（2）これらの要素を統一的体系的に結合させる論理
はなにか，ということを明らかにした上で，観念されるべきものである。した
がって予算管理を上述の意味で総合管理と称するのは，静物画を細密に画いて
みせるだげであって，ついに何をr総合する」かを説明していたいことになる
であろうo
　第2の見解は，予算の調整機能をもって総合管理ということの意味を説明し
ようとするものであった。このような推論は，r調整」とはなにか，それは企
業活動の現実においてどのように進められるか，についての説明を明確化する
ときに，はじめて実質的な内容をもつ。それではr調整する」ための猪導原理
およびその方法を論述した企業予算論は，これまでに存在したであろうか。筆
考の知るかぎり残益たがら否と云わざるをえ鮎・。
　これを可能にするためには，一定の価値体系とそれにもとづく決定ルールが
明確化されなけれぼならない。たしかに管理会計の世界では，いくつかの価値
基準が論じられてきた。原価基準，利益基準，資本利益率基準などである。し
かLそれらは，ある場合には数理的にその論理の矛盾ないし不徹底さを，閥値
の場合には人間関係論的にその短期的視野を㈹批判されてきている。
　調整のシステムを明らかにせずにr調整」という理念をもちだすことは，言
葉の遊戯でLかないのであって，なんらかの擬制を積み重ねて仮構をきづいて
いるにすぎないのである。
　第3の見解は，予算管理は企業における各種の経営管理システムの1つにす
ぎないことを認識したがらも，それがその他の管理システムを統合する位置に
あることを強調しようとするものであった。総合管理という概念をこのように
意味づげることは，予算管理を単に別の言葉で表現しなおすという行き方とぱ
違つている。
　企業活動を管理するシステムには，種々さまざまのものがあ孔それは・管
理階層，管理領域，管理サイクルの長さの違いによって，異なる管理点・管理
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基準・管理方法をもλ一方にはきわめてStrategiCな管理システムも存在す
れば，他方にはきわめて0perationa1な管理システムも存在する。それらはど
のように連結しているのであろうか。そして諸管理システムの織りたす複雑な
1networkのなかで，予算システムはどこに位置するのであろうか。
　企業予算にこのような観点からアプローチすることは，企業予算論を一歩前
進させるものであると云えよう。しかし，これに「総合」という形容詞をつげ
うるためには，まず，諸管理システムからアウトプヅトされる清報が予算シス
テムにどのようにインプヅトされるか，予算システムの内部でそれらはどんな
ルールにしたがっていかに処理されるか，そして予算システムからのアウトプ
ットは他の管理システムにどのように働きかげるか，についての分析をおこな
っておかなけれぱ啓らない。そのような分析の上に，予算システムが他の管理
システムに統一的な方向を与え，その運用を規制する力をもつことが論証され
たときに，それははじめて総合という名に価するものとた飢
　予算管理が上のような意味での総合管理という名に価するかどうかは別とし
て・このような間題意識のもとに・次章4では経営管理！ステムにおげる企業
予算の位置づけを明らかにすることを試みようと思㌦
〈3）合理性の欠如
　この項では，企業予算の論理を目的・手段関係（meanS・endS　re1at三㎝）の側
面から検討する。企業予算は，企業活動を管理するための手段である。一方，
企業活動はなんらかの目的を達成することをめざしている。これに関する議論
はすでに（1）でおこなった。
　ここで間題にしたいことは，「目的」に関する研究方法と「手段」に関する
研究方法とは異なるということである。Heinenの云うように，目的の決定は，
それ自体白律的な選択行為であり，一方その手段の決定は，目的にもとづく従
属的な選択行為である。ω
　企業がなにを目的として行動しようとも，これの正当性または不当性を「理
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論的に」証明することはできない。それはr価値判断」ないし「倫理的判断」
の間題だからである。ただし，このことはもちろん，企業理論やわれわれの当
面の研究課題である企業予算論がどのような企業目的仮説を前提していてもか
まわないということを意味するものではない。企業理論が企業行動を分析し解
明するところの1つの科学として存立するためには，現実の経営現象の本質と
それの生起した原因を説明する力をもっていなけれぼならないし，将来に生起
する現象を予測する力をもたなげればたらない。また，企業予算論が企業活動
の管理のための手段に関する技術学として存立するためには，企業目的に関す
る仮説が当を得たものでなげればならない。
　それでは，なにをもってその仮説が当を得ているか否かを判定するのか。こ
の判定基準はr現実性」であ孔その仮説が現実性をもつとき・企業理論は企
業行動を説明し予測する力をもつことができ，企業予算論は，それを目途とし
た一定の手段の体系を組みあげることができるからである。それでは次に，そ
の仮説に現実性をもたせるにはどうしたらよいか。これについては大量のデー
タを観察し，大数の法則によって，なんらかの命題を機能的に引きだすという
方法をとることも考えられるし，より厳密に統計学的な仮説の検定（test　of
hypOth・・i・）の手続をとることもできる。
　ここでの問題はむしろ，手段の決定にかかわりをもつ。その決定ぼ，なんら
かの目的を達成するための資源の選択の間題である。したがって手段決定は目
的に依存する他葎的な選択行為であり，その決定の正しさは相対的なことがら
である。というのは，「ある指定された目的を達成するために適切な手段を選択
したとすれぱ，その意思決定は正しい」㈱とされるからである。それでは，なに
をもってその意思決定が適切であるか否かを判定するか。その判定基準は「合
理性」である。もしも企業がなんらかの目的を最大の効率をもって達成しよう
とすれぱ，それを目途として生産諸要素の最適の組合わせを実現するような意
思決定が行なわれなげれぱならたい。このような目的と手段との関係を合理性
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原理というのである。それでば次に，その手段の選択に関する意思決定が合理
的であるか否かを，なにをもって判定するか。一般的に述べれば，それは，一
定の目的を最小の手段の投入をもって達成することを可能にしているか否か，
あるいは一定の手段の投入をもって最大の目的達成を実現することを可能にし
ているか否かである。こうした合理性原理は，目的とその手段とを緒びつげる
役割を果たすが，それは同時に，一定の目的に関連して合理性原理が定武化き
れる場合にのみ，手段に関する意思決定が論理性をもつことを意味するのであ
る。しかも，この場合の手段の合理性は，一定の目的に対応するところの「事
実判断」の対象になることに注意しなければならない。「価値的」ないし「倫
理的」に接近するのではなく，「事実的」に接近するのである。
　さて，ここで，企業予算論の問題にたちかえろう。手段に関する技術学とし
ての企業予算論は，合理性原理によって貫かれているであろうか。われわれは，
この間題に事実的に接近しよう。
　すでに（1）において，伝統的な企業理論のr利潤極大化」の仮議の上に，企
業予算論を組立てようとした試みが存在したことを紹介した。彼等の試みは，
利潤極大化という目的を達成するための合理的な手段の系列を，その企業予算
論のなかで定式化することに成功したであろうか。否である。彼等は，そのよ
うな定式化を試みなかったL，そのような試みが必要であることを認識してい
るとも思えない。したがって彼等の画いた予算管理の図式は，利潤極大化とい
う目的の達成に直接に結びついたものでもなかったのである。
　半世紀の間その他多くの企業予算論が登場してきた。その多くぱ，企業目的
に関する仮説についてなにも触れず・これをあいまい改ままに残しているので・
その手段の合理性を事実釣に判定しようと試みることさえ，ほとんど不可能で
ある。したがってそこでおこなわれている予管管理の仕組に関する論述は，多
くの場合，本質的には企業における予算管理実務をあとから追いかげるもので
あって，小手先きの技術を開発することには成功したにしても，実務に理論的
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な基礎を与え，予算管理システムの設計と運用に理論的なバヅクボーンを与え
うるようなものではなかったのであるδ
　近年になって，予算管理の合理性を事実的に判定することを可能にするよう
な研究がいくつか現われてきた。その仮定する企業冒的一たとえば利潤極大
化一が現実的であるかどうかの検討は別にして，特定の指定された目的を最
適に達成するための手段の系列を予算編成の仕組のなかに盛りこもうとする試
みであ私その多くは・1inear　prOgrammingの手法を，それを可能にする用
具として用いている。その定式化の内容および問題点については，5．r予算編
成の規範性強化の試み」において明らかにしようと思う。
（4）人聞不在（または神秘化）の予算論
　すでに前回の論文において・伝統的な企業予算論の画く予算統制過程の構図
が，どのような人間行動仮説をその基礎にもっているか，それにはどのような
問題がひそんでいるかについて簡単に触れた。この問題をここでは一層敷桁し
てとりあげよう。
　MarchとSimOnは，組織に関する命題は，人間行動について説明するも
のであり1それはどんな人間観にもとづいて組識行動を説明するか，という人
問行動仮説によってきまるとして，次の3つを類別する。㈲
i　組織構成員，とくに従業員は，主として受動的な遣具であって，作業を遂
　行し命令を受げいれることはできるが，みずから行動の主体とたったり，な
　にか有意義な方法で影響力を働かせようとはしない，と仮定する命題群。
ii組織溝成員は，その組織に態度，価値，目標をもちこむと仮定する命題
。群。そこでは組織構成員は，動機づけられ誘因を与えられることによって，
　組織行動のシステムに参加すると仮定され，個人目標と組織目標とは完全に
　一致することはなく，この顕在的または潜在的な目標観の相克が，組織行動
　の説明にさいして権力現象，態度，モラールをとくに重要化すると仮定する
　もの。
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iii組織構成員は・意思決定者にして間題解決者であって，組織におげる行動
　を説明するには知覚過程と恩考過程が中心になるとする命題群。
　そして，道具としての従業員という第1のモデルは，科学的管理法に見られ，
態度とモティベィショソを強調する第2のモデルは，官僚制，人問関係，リー
ダーシヅプと監督，権力現象に関する研究に見られ，組織行動の合理的知的側
面を重視する第3のモデルは，とくに計画過程に関する経済学着その他の研究
や・組織のコミュニケ4シ亘ソと間題解決に関する心理学老の研究に見られる，
としている。
　同様の類型化は，ScOttによってもおこなわれている。臼oそして彼はその類
型に・古奥学派・新古輿派組織論，および近代組織論という呼称を与えた。
　企業予算論は・その背景にどのような人問行動仮説をもっているのであろう
か。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：『
　もともと企業予算論が，国家予算の技術と科学的管理法の思想をその基盤と
して成立したことからも推定されるように，それが前提としている人間行動仮
説は・19世紀末から20世紀初頭にかげて成立し発展した科学的管理法のそれ
をそのまま受げいれたものであった。すなわち，人聞の行動誘因を一元的に説
明しようとするものだったのである。
　その仮説を少しく割りきった形で述べれば次のようになるであろう。剛
　「人閻は単一の目標一貨幣報酬の増大一のためにのみ働く。その報酬が
高げれば高いほど・それをめざした努カも犬きくなる。Lたがって報酬が努力
に応じて支払われるならぱ，努カは増大する。正しい行動に。むくいることは，
その行動を補強することにな私それゆえ，努力すれぱ高い報酬が得られると
いう情報を与えれば，人聞はこの高い報酬の獲得をめざして最大の努力を傾注
する。」
　当初の企業予算論は，このような信賞必罰の管理方式を企業予算のツステム
に組入れたものであった。そこでは予算実績差異分析を管理業績評価の基準と
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し，これを報賞制度と結びつげるべきであると主張したのである。このような
企業予算論を，ここでは仮に人間不在の予算論または古典派企業予算論と名づ
けよう。そして基本的にはこの部類に属する企業予算論は，1920年代初頭から
1950年代前半まで続いたと考えてよい。
　やがて，1920年代から1930年代にかけて人間関係論が成立した。それは
Mayo等の有名なHorthom工場における実験に代表されるように大量のデ
ータを注意深く観察することによって，新たな人間行動仮説をうちたてた。
　変化に対する人間の反応は，古典派組織論者が仮定するような直接的で一律
的なものではない。人問の反応は，その変化を彼がどのように受げとめるかに
よって左右される。そしてこのような人閻の態度ないL感情は，彼の個人的な
来歴とinfomalな組織を形づくっている職場の状況とによって影響されるの
である。鯛
　人間関係を企業予算にからめて研究したのは，前回の論文ですでに紹介Lた
ように，1951年におこなわれたArgyrisの実態調査であった。㈱そして，これ
を管理会計の世界で企業予算論にとりいれたのが，Pe言rceであった。幽さらに，
これを一般化させるのに功績のあったのが，AAAの1955年度原価委員会の
報告書であった。㈲以来，予算による統制においては，事後管理よりも事前管
理に重点をおくべきこと，予算管理システムの運用にあたっては人間関係を重
視すべきこと，予算編成過程に従業員一般を参加さぜることが重要であること
などが論ぜられ，この種の議論はほとんど一世を風摩するまでになっている。
　しかし，われわれはここで反省しなげれぱたらない材料をあまたかかえてい
る。そのうち最も重要なことは，MayoやRoeth1isbergerたどの研究の特徴
は，なによりもまず，観念論から経験論へと組織研究の方法論を変換させたと
いう事実を，企業予算論者の大都分は忘れてしまっているということである。
人問関係論の創始者達は，単純な一般原則を樹立し，これを他にも適用しよう
と意図したわけではない。そうではたしに，老犬なデータを収集し，これを注
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意深く観察することによって，人問行動の複雑性とそれぞれの状況の独自性を
明らかにし，各々のケースはケースそれ自体として検討されるべきことを提唱
したのである。このようなcasemethodこそ，本来の人聞関係論のめざしたも
のなのであって，そのうちの特定のケースからたまたま引きだされた1つの発
見事項を盲目的に受けいれ，これを圃定観念としたうえでその応用をはかろう
とするのは，人間関係論の表面的た理解にもとづく通俗化でしかたいのである。
　企業予算論の世界では，残念ながら今目まで，人間関係が予算管理システム
にどのような影響を与えるか，あるいは逆に特定の予算管理システムが人問に
どのような反応をよびおこすか，について実証的た研究をおこなおうとする試
みは，ほとんどなかった。人間心理の動きは，単純に割り切られるか，または
うかがい知りえないものとしてblack　boxのまま放置されるかのいずれかだ
ったのである。われわれは，このようた段階の企業予算論を，ここでは仮に人
問神秘化の予算論または新古奥派企業予算論と呼んでおこ㌔
　やがて，これまで神秘のべ一ルにつつまれたままであった人間心理の動きを
分析的にとらえようとする試みが現われた。それが行動科学の成果の1つであ
ると筆者は考えている。この問題を企業予算の世界にもちこんだのがSted収
である。㈱またAAAも将来におげる会計の発展方向の一つとして，人間行動
に関する研究が必須であることを示唆した♂これらの研究の詳繍およびその
問題点については，6．予算管理と人間行動において詳述したい。
注（1）R・M・Cyert＆J・M・March，λ肋ゐω伽囮1τ加oηゲ伽巧閉，1963，P－5；
　　松田武彦，井上恒夫訳，企業の行動理論。
　（2〕　ibid。，p．g
（3）これらの諾説については，Cyert＆March，前掲書；WαBaumol，五ω舳〃6
　　丁加oη伽∂0ゆ〃励伽∫λ伽伽ゐ，2nd　ed．，1965、福島庸訳，経済分析と0R；E．
　Heinen，“Die　ZieIfunktion　der　Untemehmmg，”in：Z〃τ肋oη6鮒σ〃召閉劫一
　刎榊＆1962，等を見よo
　（4〕　J－Dean，”α椛αg鮒わ1Eω掘o〃〃㏄，1951．pp．28＿39，
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（5）H．んSiInon，λ6〃”∫物肋2肋肋がo41947，p．双V．松因武彦，商柳暁，三
　村敏子訳，経営行動。
（6）　ibid；，p・81
｛7）　ibid．，P－xxv．
（8〕J．G．March＆H．A．Simon．，0惚α勉肋庇㎝，1958．p．139
（9〕J．B．Heckert＆工D．W1lson，肋∫伽∫s肋砲ε肋g伽∂Co閉肋1．2nd　ed．
　1955．p．14
⑩　W．Raut㎝strauch＆R．Villers，肋吻物ηC榊o1．1950，p．vi
征Φ　H．C．Heiser，B刎勿4肋島ヵ〃勉δ抄12s”椛6ク〃げ｛α。1959－p．14。
⑫　αA．Welsch，肋妙肋g＝〃柳一肋舳ク〃9励d　C伽肋み1957，P・4；諸井勝
　之助訳，企業予算o
⑱　松本雅男，管理会計概論，1964，p．89．
（4　青木茂男，近代予算統制論，1962，p，14．
⑯　たとえば，J．Hirschleifer，“Intemal　Pricing　and　Decentralized　Decisions”；
　M．Sbubic，“Incentives，DecentraIi2ed　ControI，the　Assign㎜ent　of　Joint　Costs
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